（別添様式１）
平成２４年度当初予算　
支出科目　款：商工費　　項：商工費　　目：工業研究費
	事業名:産業技術センター開発研究費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


　　　　　　　　　（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
岐阜県産業技術センター　　繊維研究部　　電話番号：058-388-3151
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　E-mail：c23102@pref.gifu.lg.jp
	事業費：


　要求額：25,610千円（前年度予算額：26,758千円）
　　　　　　　　　　　県費　　： 2,805千円（前年度県費　　： 1,416千円）

　　　　　　　　　　　外部資金：22,805千円（前年度外部資金：25,342千円）

	要求内容


	１　要求の内容


　地域の企業や農産加工組合など県内事業者からの技術課題を的確に汲み上げて、製造現場等で求められている技術や製品に関する研究開発を実施するとともに、研究成果を活用した企業等の商品開発、生産性向上や機能性付与による付加価値向上を支援する。
研究課題　（11課題：継続7課題、新規4課題）

[継続]

　・機能性材料を用いたプラスチック表面処理技術の開発

　・マイクロ・ナノ構造を持つ異型繊維軸繊維及びフィルムの開発

　・地域資源を活用した食品加工技術に関する研究

　・機能付与シートに関する研究

　・空気極用炭素材料の開発
　・炭素紙を利用した固体高分子形燃料電池用ガス拡散層の開発

　・ダイズイソフラボン分解菌のＯ－ＤＭＡ代謝系の解明
[新規]

　・耐久性、ガスバリア性を有するバルーンカテーテルの開発
　・高感性・高機能な衣料素材を実現するマイクロファイバー・ナノファイバー織物用

染色加工技術の開発

　・ナノ・マイクロ粒子を活用した機能性繊維素材の開発

　・微細孔シートの抄紙技術に関する研究
	２　所要経費


　産業技術センター開発研究費　　25,610千円
　　　継続課題：16,250千円（県費：1,505千円、外部資金：14,745千円）
　　　新規課題：9,360千円（県費：1,300千円、外部資金：8,060千円）
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


　Ⅱ　ふるさと岐阜県の資源を活かした活力づくり
　　１　モノをつくって、地域外からお金を稼ぐ地域をつくる

　　　　生産性や付加価値の向上を支援するために

　　　　・地域の企業が抱える多様な課題に対して、機動的・即応的に対応するための

研究を実施する。

　　　　・産学官、企業間連携による新技術、新商品開発を支援する

　　　　・地域資源を活用した付加価値の高い地場産品等の開発を支援する

　　　　・先進技術・新技術により中小企業・地場産業の競争力を強化する

　　２　儲かる農業・林業・畜産業を実現し持続可能な農山村をつくる。

　　　　農業等の所得を上げるために

　　　　・農商工連携を強化し、新たな農畜産物加工品の開発を支援する。

　Ⅳ　美しい自然と環境を守る「清流の国」づくり

　　２　循環型社会づくりと地球温暖化に取り組む

　　　　天然資源を有効に活用するために

　　　　・３Ｒを推進する

　　　　・バイオマス資源を活用する
	２　これまでの取組状況


　平成22年度は15課題の研究課題を実施した。このうち、外部資金による研究開発では、中小企業が中心となって行う共同研究が5課題、県内企業等の要望により提案した共同研究3課題を実施した。この他の研究課題（支援事業等を通じて掘り起こした潜在的な技術課題やシーズの顕在化等）についても、成果の技術移転等を円滑に進めるため、企業に試作加工を委託したり原材料である地域資源の生産を検討するなど、地域企業や農産加工組合などと連携した研究開発を推進した。
	３　これまでの取組に対する評価


　研究成果に関して、学会や専門誌での発表だけでなく、企業に出向いての実地支援や、展示会などでの発表により県内企業への成果普及を図ってきた。また、他地域との差別化・競争力強化のための工業所有権を登録した研究もあり、商品化に向けて新たに共同研究を進めているものもある。
　これまでの成果として、「シート状乾燥剤」や「低分子寒天」、「乳酸発酵食品」など既に県内企業で商品化・販売されているものや、「縫製条件測定装置」や「光触媒応用製品」など企業内で試作・実証しながら製品化や実用化を目指した研究開発が進められているものもある。
　成果のＰＲや技術支援の実績としては、専門誌への発表2件、展示会への出展11件、テレビ報道・新聞報道20件、技術相談2,878件、巡回技術支援20件、実地技術支援130件、特許実施許諾3件などである。（平成22年度実績）

　今後も引き続き成果普及に努めながら、地域企業の現場要望に即した研究を実施していく予定である。
	１月２０日時点の査定額の考え方


	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
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支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
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	寄付金
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	県　債
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	前年度
予算額
	26,758
	0
	0
	0
	0
	0
	25,342
	0
	1,416

	要求額
	　25,610
	0
	0
	0
	0
	0
	22,805
	0
	2,805

	1月20日時点査定額
	25,610
	0
	0
	0
	0
	0
	22,805
	0
	2,805

	決定額
	　25,610
	0
	0
	0
	0
	0
	22,805
	0
	2,805


